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ＩＴＣとは
「経営者の立場に立って経営とＩＴを橋渡しし、真に経営

に役立つＩＴ投資を推進・支援するプロフェッショナル」
 １９９９年６月の通商産業省（現経済産業省）の産業構造審

議会　情報産業部会　情報化人材対策小委員会の提言に
基づき創設された資格制度

 世界からベスト・リ
ファレンス（国際的
な評価基準）を積
極的に取り入れつ
つ、ITを基盤にし
た２１世紀のわが
国企業の国際競争
力の向上を目的と
している

ＩＴＣ協会ＨＰより抜粋





2004年12月24日現在



人　数 合　計
情 情報処理技術者 1,174人
報 　（システムアナリスト） (304人)
系 　（システム監査技術者） (395人)
　（プロジェクトマネージャ） (313人)
　（上級システムアドミニストレータ） (162人)
ＰＭＰ 244人
技術士 108人
公認情報システム監査人 51人

経 公認会計士 123人
営 中小企業診断士 844人
系 税理士 441人
日本経営品質審査員 17人

合　　　計 3,002人

所有資格

1,577人

1,425人

2004年12月24日現在



個別 個別 業種別 合計
人数 シェア 人数 シェア

ザ
系

ベ 大手ＩＴベンダ 2,789人 48.90%
ン 　（金融総研） （384人） -6.70%
ダ 　（大手ＩＴ） （2,405人） -42.20%
系 中小ＩＴベンダ 927人 16.30%

独 中小企業診断士等 833人 14.60%
立 公認会計士 123人 2.10%
系 税理士 441人 7.70%

5,701人 100% 5,701人 100%
1,397人 24.50%

合　　　計

ユ
¦

大学・公共 133人 2.30% 588人 10.30%

3,716人 65.20%

業種

ユーザＩＴＣ 455人 8.00%

2004年12月24日現在
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ＩＴＣコミュニティ
「知縁」や「地縁」に基づき自主的に形成



知縁系ＩＴＣコミュニティの成り立ち

 ＩＴＣコミュニティ形成の背景には、ＩＴＣの資格取得時に実
施されるケース研修と資格取得後の知識ポイント制度と
いうものがある。

 参画型ケース研修は３５名程度ので、５～６名のチーム
編成で、１５日間にわたり、モデル企業の計戦略の策定
から情報化戦略の策定、運用モニタリングまで一連のプ
ロセスをサポートするコンサルタントを仮想体験するもの
である。

 この研修には、ＩＴベンダーの有望な若手ＳＥから税理士
や会計士のベテランまで、多様なプロファイルを持つ研
修生が集まる。ＩＴＣインストラクターにはＩＴコンサルの経
験者も多いことも相俟って、非常に好評で、この研修がコ
ミュニティの土壌となっている。



知縁系ＩＴＣコミュニティの成り立ち（２）

 ＩＴＣのコミュニティは、密度の高いコミュニケーショ
ンを卒業も維持している。この原動力となってい
るのが、知識ポイント制度である。

 ＩＴＣの資格は毎年更新を必要とされ、所定の知
識ポイントと実務ポイントを獲得しなければ、資
格を失うことになっている。このため、ケース研修
の卒業生が集まって、自主勉強会組織を形成し
ている。

 これが図に示す１３７のコミュニティのうち、初期
に形成されたものはこのような「知縁」のものが
多くを占める。



地縁系ＩＴＣコミュニティ

 すべてのケース研修クラスが「知縁」によるコミュニティ
を形成できているわけではない。都道府県単位に「地
縁」によるコミュニティを形成しているものもある。

 ケース研修には各地から集まる場合もあり、地理的な
制約から卒業生コミュニティに参画しづらい場合、日常
の活動の場が近いもの同士が集まって、知識ポイント
の獲得のための自主勉強会組織を形成している。

 この「地縁」によるコミュニティでも多様なプロファイルを
持つ人材が集まっている。そのため、自然の流れとし
て、共同で案件を受託できないかという活動へと発展し
つつある。



ＩＴＣコミュニティの変化



ＩＴＣコミュニティの地域活動事例

名古屋名古屋

中国地域中国地域

広島広島

長野長野



ＮＰＯ法人ＩＴコーディネータ京都

 ITコーディネータ制度の普及、促進のための地域版として１４
年度に任意団体「ITC京都」を立ち上げた。

 特定非営利活動法人ITコーディネータ京都は、ITコーディネー
タ制度の地域社会への浸透を目指し、戦略的な情報化投資
に熱意と意欲をもつ不特定多数に対して支援活動を行うとと
もに、ITコーディネータなどの能力向上、育成、普及を図る。

 このため、地域経済の情報化、IT化の進展に熱意と意欲を有
する者に対して継続教育、情報の提供などの各種支援を行い、
関係行政機関・諸団体や中小企業などにおける情報技術活
用の浸透と、それによる中小企業の国際競争力の維持ならび
に活力ある地域経済社会の発展など、広く公益増進に寄与す
ることを目的とする。

 このため、不特定多数のものに対して責任をもって上記目的
を果たす意味から組織を法人化するものである。





ＩＴＣコミュニティの課題
 中小企業向けの施策は多くあるが、一般には対象となる中小企
業の認知度が低いという問題点が良く指摘されている。

 銀行、公的機関との連携など情報化支援組織の面的組織化が
進み施策の浸透進んでいるが、個対個の関係にとどまっている。

 当ＮＰＯ法人のように、個人からの年会費（5000円）のみを資金
源として、個人の力を合わせることで成果をあげようとしていると
ころもある。

 両者をつなぐための活動を双方も試みてはいるが、現在のとこ
ろをなかなか成果が上がってこない。志を持ちＮＰＯ法人に参加
しているメンバーの力を地域において発揮させるには、このメカ
ニズムを創設することが必要なのかもしれない。

 中小企業を個別に対応することには限界。事例１のようなケース
を増やすことが重要ではないか。Ｎ対Ｎのコラボレーションが地
域経済の発展の鍵ではないかと考える。


